
静岡県教育委員会

公開版公開版

令和３年度 教育委員会 第15回定例会 議案

１ 日 時 令和４年１月25日（火） 午後１時30分

２ 場 所 教育委員会議室

３ 日 程

（１）開 会

（２）議 案

＜非＞第 28 号議案 令和３年度静岡県教育委員会優秀教職員表彰被表彰者の決定 … 非

＜非＞第 29 号議案 静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）の

校名決定 … 非

＜非＞第 30 号議案 伊東地区新構想高校の校名決定 … 非

＜非＞第 31 号議案 教職員の懲戒処分 … 非

（３）報告事項

（４）閉 会
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第15回定例会 報告事項

番号 項 目 Page

報 告

事項１
静岡県教員育成指標・校長育成指標の改訂（案） P１

配 付

報告１
静岡県市町立学校職員の退職手当に関する規則の一部改正 P15

配 付

報告２
監査結果に関する措置状況報告 P17

報 告

事項２
＜非＞特別支援学校分校の校名 非
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配付報告１ 令和４年１月 25 日

静岡県市町立学校職員の退職手当に関する規則の一部改正

専決処理により、静岡県市町立学校職員の退職手当に関する規則を改正し

た。

◎ 趣旨

○ 国家公務員を対象とした失業者の退職手当支給規則の改正により、人事委員会は静

岡県職員の退職手当に関する規則（以下「県退手規則」という。）の見直しを行い、

改正を行った。

〇 県退手規則の改正に準じて、押印、性別欄の廃止等の必要な改正を行った。

〇 その他、様式について所要の改正を行った。

○ なお、市町立学校職員以外の職員の退職手当については、県退手規則（人事委員会

規則）でその取扱いが定められており、静岡県市町立学校職員の退職手当に関する規

則は、県退手規則と同様の取扱いとしているため、県退手規則の改正と連動させて行

うこととしている。

（教育総務課）
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配付報告２ 令和４年１月 25 日

（件名）

監査結果に関する措置状況報告

１ 概 要

令和３年度第２回監査結果は以下のとおりで、指摘等事項についての改善措置

状況を監査委員に報告した。

２ 監査結果の区分

(1) 指 摘

次に掲げる事項に該当し、その程度が著しいもの及びその他指摘すべき重大

な事例

ア 法令・条例・規則に違反している事項

イ 収入確保に適切な措置を要する事項

ウ 予算を目的外に支出している事項

エ 著しく不経済な支出又は著しい損害を生じている事項

オ 既に注意したもので是正又は改善されていない事項

(2) 注 意

指摘に掲げる事項に該当し、その程度が軽微なもの、既に指導したもので
是正されていない事項及びその他特に注意すべき事項

(3) 意 見

組織及び運営の合理化や事務・事業の適正化など多様な観点から必要があ

ると認める事項

（財務課）

項 目 監査結果 対象期間 監 査 方 法 対 象 結果内容

第２回 R３.10.４

R３.７.６

～

R３.９.13

定期監査 22所属
注意１件

意見３件
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３ 指摘等一覧

(1) 令和３年度第２回 監査結果

ア 定期監査

＜注意＞

＜意見＞

対 象 機 関 件 名 詳細

沼津東高等学校
会計年度任用職員の社会保険に係る不適切な事

務処理
1

対 象 機 関 件 名 詳細

教育政策課 ＩＣＴ教育の推進 2

教育総務課、教育政策課、

教育厚生課、義務教育課、

高校教育課、特別支援教育課

教職員の健康の保持増進 3

教育総務課 不祥事根絶に向けた取組 4
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監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

沼津東高等学校 令和３年10月４日

【監査の結果】

１ 監査結果の区分 注意

２ 件 名 会計年度任用職員の社会保険に係る不適切な事務処理

３ 内 容 沼津東高等学校は、令和２年４月１日に任用した会計年度任用職員が、健

康保険及び厚生年金保険の被保険者に該当するにもかかわらず、全国健康保

険協会及び日本年金機構に必要な届出を行っていなかった。

【措置の内容】

① 事案発生の原因

当該職員は、令和２年２月時点では令和元年度末に再任用職員を退職、その後の就職予定なし

として、公立学校共済組合への任意継続加入手続きを行いました。同年３月に会計年度任用職員

として採用が決定しましたが、共済組合の任意継続加入手続き済みだったことから、同年４月任

用の時に社会保険への加入手続きを行いませんでした。社会保険の加入要件と、任意継続制度の

双方について理解が不十分だったため、正しい手続きができませんでした。

② 改善措置

令和３年６月予備監査時に上記の誤りが判明、直ちに当該職員に対して状況の経緯と今後の対

応について説明と謝罪を行い、了承を得ました。その後、令和２年４月に遡って社会保険への資

格取得届と共済組合任意継続資格喪失届を提出し、本人負担分の社会保険料は７月７日納付、共

済掛金は７月30日に還付されたことを確認しました。

③ 再発防止策

学校が特定事業所であるため、会計年度任用職員は原則として社会保険に加入することを理解

したうえで、対象の職員ごとに加入要件該当の有無について確認を徹底します。
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監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

教育委員会事務局教育政策課 令和３年10月４日

【監査の結果】

１ 監査結果の区分 意見

２ 件 名 ＩＣＴ教育の推進

３ 内 容 教育委員会では「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業改善を推進

し、新しい時代に必要な言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力を有

する人材を育成するため、ＩＣＴを効果的に活用した授業の実現に向けた取

組を推進しており、その一環として県立学校への各種機器の整備が進められ

ています。

国のＧＩＧＡスクール構想による補助により原則的に全普通科教室に無線

ＬＡＮアクセスポイントが整備されたことを受け、アクセスポイントが整備

されなかった学校との間に整備環境の不均衡が生じていますので、どの学校

においても同様の環境となるよう、かかる状況の早期の解消に努めてくださ

い。

また、学習系ネットワークの通信速度向上のため、ローカルブレイクアウ

ト（以下「ＬＢＯ」という。）への切り替えが進められていますが、学校に

おいてＬＢＯによる通信が円滑に行われるよう、端末の設定の支援等に努め

るとともに、データセンターを経由している校務系の回線のＬＢＯ化につい

ても検討を進めてください。

またＩＣＴを活用する環境整備が概ね終了し、これからはＩＣＴを授業で

有効に活用することが求められます。新ビジョン等で目標に掲げている「授

業中にＩＣＴを活用して指導できる教員の割合」は令和２年度の速報値で

65.7％と、目標値の75％に比べて低い状況にありますので、早期に目標を達

成するよう取り組んでください。
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【措置の内容】

ＩＣＴ教育を円滑に実施できるよう、平成30年度までに全県立学校に対し、普通教室の３クラ

スに１台の割合で移動式無線ＬＡＮアクセスポイントの整備を進めてきました。令和２年度に国

のＧＩＧＡスクール構想による補助により全ての普通教室へ固定式アクセスポイントを整備する

こととしましたが、校舎の大規模改修等が予定されている学校については、国庫補助対象外につ

き改修時に併せて整備することとしました。このため、平成30年度までに整備した移動式アクセ

スポイントのうち、令和２年度に固定式アクセスポイントを整備したことで余剰となったものを

回収し、未整備校への配付を進めています。現状では、回収した96台から未整備校１校に14台を

配布したところですが、引き続き、未整備校の必要台数を精査し、令和４年３月までの配付の完

了に努めます。

学習系ネットワークの通信速度向上については、ＬＢＯによる通信が円滑に行われるよう、Ｉ

ＣＴ支援員等による端末及びネットワークの設定支援を継続するとともに、校務系ネットワーク

についても、ＬＢＯ化の検討も含め、データセンターの機器更新や教育委員会の所管するネット

ワーク全体の構成の見直しなど学校における快適かつ安全に利用できる通信環境の改善を計画的

に進めます。

また、令和３年度は、全ての小中学校を対象とした「ＧＩＧＡスクールサポート研修」や県立

学校を対象とした「ＩＣＴ活用指導力向上研修」など各種研修を幅広く実施しました。今後は、

ＩＣＴ教育の指導方法に関する新たな研修や授業動画の共有などにより、引き続き、教職員のＩ

ＣＴを活用した指導力の向上を図っていきます。

P21



3

監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

教育委員会事務局教育総務課、教育政策課、

教育厚生課、義務教育課、高校教育課、

特別支援教育課

令和３年10月４日

【監査の結果】

１ 監査結果の区分 意見

２ 件 名 教職員の健康の保持増進

３ 内 容 教育委員会では令和元年度から３年度を期間とする学校における業務改

革プランにおいて、長時間勤務を是正することによる「教職員の心身の健

康の保持増進」を目指しています。同プランにおける目標指標のひとつで

ある「精神疾患による30日以上の特別休暇及び休職者の在職者比率」につ

いて見ると、令和２年度の各校種における実績値が期間最終年度である令

和３年度の目標値である0.6%を上回っていますので、目標が達成されるよ

う努めてください。

また、令和２年度から校務用パソコンのログイン・ログアウト時刻等を

出勤簿に反映する勤務時間管理システムが全ての県立学校で運用開始され

ました。これにより客観的に勤務時間を把握することが可能となり、長時

間勤務削減の効果が現れているところですが、１か月当たりの時間外労働

が80時間を超えた教職員で、医師による面接指導を受けたものが28名と少

数にとどまっています。本データを活用し、より多くの職員が適切な指導

を受け、心身の健康を保持できるよう取組を強化してください。

【措置の内容】

令和２年度における精神疾患による 30 日以上の特別休暇及び休職者の在職者比率は、令和元

年度との比較で、小学校、中学校、特別支援学校で増加、高等学校で減少しています。

年代別では、キャリアステージに応じた研修や管理者研修等により、中堅層が減少しています

が、依然 20 歳代の在職者比率が高いことから、若手教職員メンタルヘルス研修におけるグルー

プワークの実施等、今後も若手教職員への支援を積極的に行っていきます。

また、令和４年度から稼働する健康管理システムにおいて、健康情報や長時間勤務・休職者等

の情報を一元管理し、各研修の実施方法等を見直します。

長時間勤務者に対する医師による面接指導については、本人の申出により行うことになってい

ますが、長時間にわたる過重な労働は健康に障害を及ぼすリスクが高いということが浸透してい

ないこともあり、面接希望の申出が極めて少ない状況にあります。

勤務時間管理システムにより、長時間勤務者の特定が容易にできることから、医師による面接

の申出をしない場合は、管理職から面接指導を促しているところです。

今後も、管理職に対する管理者研修等を通じて面接指導の必要性・重要性を訴え、教職員への

適切な指導や面談の機会確保に努めます。
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監 査 対 象 機 関 監 査 結 果 報 告 年 月 日

教育委員会事務局教育総務課 令和３年10月４日

【監査の結果】

１ 監査結果の区分 意見

２ 件 名 不祥事根絶に向けた取組

３ 内 容 令和２年度の懲戒処分は25件となり記録が残る平成８年度以降最多となっ

ています。特に児童生徒に対するわいせつ・セクハラ行為は平成29年度に１

件だったものが平成30年度に６件、令和元年度および令和２年度に７件と高

止まり傾向にあり、教育委員会では児童生徒に対するわいせつ・セクハラ行

為の防止を最重要課題として対策に取り組んでいるところです。

その一環として生徒との携帯電話やメール、ＳＮＳでの連絡や生徒との面

談・相談といった生徒指導に係るルールを各学校が自ら定め、教職員や児童

生徒、保護者に周知することとしていますが、学校現場における取組が不十

分なところも見受けられます。不祥事を根絶するには学校現場の教員の意識

改革が大事ですので、各学校に対し当該取組を徹底するよう指導し、教育委

員会が一体となって不祥事防止に取り組んでください。

また、酒酔い・酒気帯び運転、無免許運転、著しい速度超過等の「交通事

犯」で懲戒処分となったものが平成30年度に８件、令和元年度に10件、令和

２年度に８件となっています。これらは教職員に対する県民の信用を失墜さ

せるものですので、交通事犯の根絶についても継続して取り組んでくださ

い。

【措置の内容】

児童生徒に対するわいせつ・セクハラ行為を防止するため、私的なやり取りの禁止、面談時の

単独対応禁止、自家用車への同乗禁止など、生徒指導に係る共通ルールを示すとともに、学校ご

とに具体的にルールを定め、教職員、児童生徒、保護者の共通の認識とするよう令和２年４月、

令和３年４月の２回にわたり通知しました。

不祥事案の根絶に向け、ルールの明文化を徹底するとともに、毎年度実施する内部監察におい

て、策定状況、ルール違反の有無や、その違反行為に対する管理職の対応状況などを確認し、必

要な指導を行っていきます。

交通事故・事犯については、機会あるごとに交通三悪（飲酒運転、速度超過、無免許運転）の

注意喚起のメッセージを発信しています。また、交通ルールに関する自己点検やヒヤリハット動

画を盛り込んだ事故削減プログラムの研修、交通事故ゼロボードを使った所属全体での交通事

故・事犯防止の意識を高める取組などに加え、令和３年度には、民間保険会社と協力して現実的

な交通事故リスクを学ぶ研修を導入しました。

こうした取り組みを継続して行い、交通事犯の根絶に努めます。
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